
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置されるとともに前記床パネルへの加振に
よる圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を受ける領域とを備えた防振支持具であ
って、
　前記床パネルの下面側を支える支持脚と、この支持脚を支承する防振弾性体とを備え、
　前記防振弾性体は、中央部に前記支持脚を備えて前記剪断力を受ける内周弾性部と、こ
の内周弾性部と一体に設けられるとともに前記圧縮力を受ける外周弾性部とにより構成さ
れ、
　前記外周弾性部の下面が内周弾性部の下面よりも低位置に設けられて前記スラブへの設
置部とされ、
　前記内周弾性部の下面が前記スラブ面との間に空間を形成する高さに設けられ、
　前記内周弾性部の 厚みが径方向に略同一とされ、
　前記内周弾性部は、

下方が上方よりも大きな寸法となる略錐体状に形成され、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられていることを特徴とする防振支持具。
【請求項２】
　スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置されるとともに前記床パネルへの加振に
よる圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を受ける領域とを備えた防振支持具であ
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って、
　前記床パネルの下面側に位置する支持脚を支承する防振弾性体を含み、
　前記防振弾性体の下面外周側領域が前記スラブへの設置部とされ、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられていることを特徴とする防振支持具。
【請求項３】
　スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置されるとともに前記床パネルへの加振に
よる圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を受ける領域とを備えた防振支持具であ
って、
　前記床パネルの下面側を支える支持脚と、この支持脚を支承する防振弾性体とを備え、
　前記防振弾性体は、中央部に前記支持脚を備えて前記剪断力を受ける内周弾性部と、こ
の内周弾性部と一体に設けられるとともに前記圧縮力を受ける外周弾性部とにより構成さ
れ、
　前記外周弾性部の下面が内周弾性部の下面よりも低位置に設けられて前記スラブへの設
置部とされ、
　前記内周弾性部は、

下方が上方よりも大きな寸法となる略錐体状に形成され、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられていることを特徴とする防振支持具。
【請求項４】
　前記外周弾性部は内周弾性部よりも相対的に硬度が大きいことを特徴とする請求項１又
は３記載の防振支持具。
【請求項５】
　前記内周弾性部の下面とスラブ上面との間に形成される空間に連通する通路が前記外周
弾性部又は内周弾性部の少なくとも一方に形成されていることを特徴とする請求項１，３
又は４記載の防振支持具。
【請求項６】
　前記外周弾性部の設置部は前記スラブ上面との相対滑り防止部として形成されているこ
とを特徴とする請求項１，３，４又は５記載の防振支持具。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、防振支持具に係り、更に詳しくは、二重床における床パネルから躯体への振動
伝播を低減することのできる防振支持具に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、コンクリートスラブからなる躯体の上面側複数箇所に防振支持具を配置し、こ
れらの防振支持具に床パネルを支持させて躯体との間に一定の空間を形成するようにした
二重床が知られている。この二重床に用いられる防振支持具としては、例えば、特開平７
－１５０７４０号公報に示されるように、床パネルの下面側を支えるボルトからなる支持
脚と、この支持脚の下部領域に設けられた防振ゴムとを備えたタイプのものが存在する。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前記特開平７－１５０７４０号公報に開示された防振支持具は、前記支持
脚を支える円盤状のゴム受け部と、このゴム受け部の外周縁から垂下する筒部とを備えた
下部開放型のカバーを支持脚と防振ゴムとの間に配置した構成となっており、床パネルに
加えられる衝撃に対して圧縮力のみを受ける構成となっている。そのため、前記防振ゴム
は大荷重に対して十分な変形を得ることができず、重量床衝撃源などの大振動には対応し
難くなり、期待する防振効果を得ることができないという不都合がある。
【０００４】
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ところで、実用新案登録第２５９４８８２号公報には、支持脚と、当該支持脚の下部外周
側に設けられた防振ゴムと、この防振ゴムを上部に内包したケーシングとを備えた防振支
持具が開示されている。同支持具における防振ゴムは、支持脚が配置された中央部下面が
外周部下面よりも上方に位置した構成が採用されており、これにより、防振ゴムの外周側
が圧縮力を受ける領域とされる一方、中央部側が剪断力を受ける領域となっている。従っ
て、この防振支持具を二重床に適用すれば、軽量床衝撃源に対して防振ゴムが圧縮変形し
て対応する一方、重量床衝撃源に対しては防振ゴムが剪断方向に変形して対応することが
可能となる。
【０００５】
しかしながら、前記実用新案登録第２５９４８８２号公報に開示された防振支持具では、
過大衝撃（重量床衝撃源：バンクマシンによる４０００Ｎ）が加わったときに、反力でケ
ーシングから防振ゴムが脱落する現象が見られ、防振支持具としての機能を発揮できずに
実用上使用できないことが判明した。しかも、ケーシングがスラブ上に着地するときに、
当該ケーシングがスラブの上面を叩いてしまい、期待する振動伝播の低減を期待できない
という不都合を招来する。かかる不都合は、防振ゴムがケーシングの上部に内包された構
成であり、ケーシングの下面が床面への設置面とされていることに起因する。
【０００６】
【発明の目的】
本発明は、このような不都合に着目して案出されたものであり、その目的は、軽量床衝撃
音及び重量床衝撃音の双方に対する防振性能を発揮でき、振動伝播を効果的に低減するこ
とのできる防振支持具を提供することにある。
【０００７】
本発明の他の目的は、振動伝播を低減するとともに、施工時に、スラブ上に配置された防
振支持具の安定性を保って転倒し難くすることのできる防振支持具を提供することにある
。
【０００８】
本発明の更に他の目的は、防振弾性体の効果周波数を低域まで広くして防振効果を改善す
ることのできる防振支持具を提供することにある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　前記目的を達成するため、本発明は、スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置さ
れるとともに前記床パネルへの加振による圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を
受ける領域とを備えた防振支持具であって、
　前記床パネルの下面側を支える支持脚と、この支持脚を支承する防振弾性体とを備え、
　前記防振弾性体は、中央部に前記支持脚を備えて前記剪断力を受ける内周弾性部と、こ
の内周弾性部と一体に設けられるとともに前記圧縮力を受ける外周弾性部とにより構成さ
れ、
　前記外周弾性部の下面が内周弾性部の下面よりも低位置に設けられて前記スラブへの設
置部とされ、
　前記内周弾性部の下面が前記スラブ面との間に空間を形成する高さに設けられ、
　前記内周弾性部の 厚みが径方向に略同一とされ、
　前記内周弾性部は、

下方が上方よりも大きな寸法となる略錐体状に形成され、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられる、という構成を採っている。このような構成とすれば、床パネルに
衝撃が作用したときに、防振弾性体が浮き上がっても、着地するときに、防振弾性体の弾
力により、躯体に発生する衝撃を大幅に緩和することができ、床衝撃音レベルを低減する
ことが可能となる。また、この構成では、設置領域が外側に位置する構成となるため、施
工時における姿勢も安定的に保つことができ、不用意な転倒を防止することが可能となる
。更に 防振弾性体は小変位時に圧縮し易く、大変形時には剪断変形し易いという、軽量
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衝撃音、重量衝撃音の双方に騒音低減効果のある性質を持つようになる。
【００１０】
　また、本発明は、スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置されるとともに前記床
パネルへの加振による圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を受ける領域とを備え
た防振支持具であって、
　前記床パネルの下面側に位置する支持脚を支承する防振弾性体を含み、
　前記防振弾性体の下面外周側領域が前記スラブへの設置部とされ、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられる、という構成も採っている。
　更に、本発明は、スラブの上方に位置する床パネルとの間に配置されるとともに前記床
パネルへの加振による圧縮力を受ける領域と前記加振による剪断力を受ける領域とを備え
た防振支持具であって、
　前記床パネルの下面側を支える支持脚と、この支持脚を支承する防振弾性体とを備え、
　前記防振弾性体は、中央部に前記支持脚を備えて前記剪断力を受ける内周弾性部と、こ
の内周弾性部と一体に設けられるとともに前記圧縮力を受ける外周弾性部とにより構成さ
れ、
　前記外周弾性部の下面が内周弾性部の下面よりも低位置に設けられて前記スラブへの設
置部とされ、
　前記内周弾性部は、

下方が上方よりも大きな寸法となる略錐体状に形成され、
　前記防振弾性体の外周面側に前記スラブに当接しない状態で防振弾性体の上面を覆わな
い錘部材が設けられる、という構成も採用される。
【００１１】
【発明の実施の形態】
　本発明において、前 振弾性体の外周面側の中間に段部を介して下部が上部よりも大
きくなるように形成し、前記段部より上部外周面側に 錘部材
を設けることでスラブと錘部材との間に外周弾性部をかませるようにするとよい。このよ
うな構成により、設置領域が外側に位置する構成と相俟って、防振弾性体の姿勢安定性を
更に向上させることができる。しかも、重量床衝撃源による加振が作用したときに、防振
弾性体が飛び跳ねても、前記段部が錘部材に係合する構成となっているため、防振弾性体
と錘部材との一体性も確実に保つことができる。
【００１２】
また、前記外周弾性部は内周弾性部よりも相対的に硬度が大きく設定される、という構成
を採ることができる。外周部を硬くすることで、加振時に防振弾性体が径方向に拡大、縮
小しようとする動きが妨げられるようになり、内周弾性部の剪断方向の変形を主として生
ずるようになる。すなわち、一般に、ばね定数が低い剪断方向の変形で決定される共振周
波数の低下が可能となり、防振弾性体による効果周波数を低域まで広くして防振効果を改
善することができる。
【００１４】
更に、前記内周弾性部の下面とスラブ上面との間に形成される空間に連通する通路が前記
外周弾性部又は内周弾性部の少なくとも一方に形成される、という構成も併せて採用する
とよい。このような構成では、内周弾性部による剪断方向への変形の妨げとなる空間内の
圧力変化を回避することができる。
【００１５】
また、前記外周弾性部の設置部は前記スラブ上面との相対滑り防止部として形成される、
という構成を採るとよく、これにより、スラブ上面に対する防振弾性体の食い付き精度を
向上させて施工時等における防振支持具の位置ずれを防止することができる。
【００１６】
以下、本発明に係る防振支持具が二重床に適用された実施例について図面を参照しながら
説明する。
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【００１７】
図１に示されるように、躯体を構成するコンクリートスラブＳと、このコンクリートスラ
ブＳの上面に設置された防振支持具１０と、当該防振支持具１０に支持された床パネルＰ
とにより二重床が形成されている。ここで、本実施例における床パネルＰは、特に限定さ
れるものではないが、下地パネルＰ１と、フローリング等からなる仕上げパネルＰ２とか
らなる複層構造体によって構成されている。
【００１８】
前記防振支持具１０は、床パネルＰの下面側に位置する支持脚１１と、この支持脚１１を
支える防振弾性体１２と、当該防振弾性体１２の外周側に装着された錘部材１３とを構え
て構成されている。
【００１９】
支持脚１１は、上下方向に軸線が向けられたナット部材１１Ａと、このナット部材１１Ａ
の上端側からねじ込まれて上下方向に進退可能なボルト１１Ｂとからなり、このボルト１
１Ｂの上端に、前記床パネルＰの下面に接する受け板２０が設けられている。
【００２０】
　前記防振弾性体１２は、本実施例ではゴムにより構成されている。この防振弾性体１２
は、図２ないし図５に示されるように、略円盤状をなす内周弾性部２１と、この内周弾性
部２１と一体に成形されるとともに、当該内周弾性部２１と同心円上に設けられた略円筒
状の外周弾性部２２とにより構成されている。内周弾性部２１は、前記支持脚１１のナッ
ト部材１１Ａを上部中央で支持する一方、下面がコンクリートスラブＳとの間に空間Ｃ（
図３参照）を形成する高さに設けられ、これにより上方からの衝撃に対して剪断力を受け
る領域が形成されるようになっている。この内周弾性部２１は、ナット部材１１Ａ回りに
おいて、上方に向かうに従って次第に縮径する傾斜面となる二段階のテーパ面部２１Ａ、
２１Ｂを備え、下面外周側にも同様に縮径する傾斜面となるテーパ面部２１Ｃを備えた形
状に設けられる。このように、内周弾性部２１を、

下方が上方よりも大きな寸法となる略錐体状に形成
することにより、内周弾性部２１内で 厚みは径方向に略同一という形状に
なる。これにより、ナット部材１１Ａの支持安定性が確保されると同時に、上方から加え
られる衝撃によって剪断方向に変形する時の一定の抵抗が付与されるようになっている。
また、防振弾性体１２は、小変形時には圧縮変形し易く、大変形時には剪断変形し易いと
いう、軽量衝撃音、重量衝撃音の双方に騒音低減効果のある性質を持つこととなる。
【００２１】
前記外周弾性部２２は、その硬度が内周弾性部２１の硬度よりも相対的に大きな材質によ
り構成されている。この外周弾性部２２は、その下面側が内周弾性部２１の下面よりも低
位置に設けられてコンクリートスラブＳへの設置部とされている。この外周弾性部２２の
外周面には、上下方向中間部に段部２５が形成されており、この段部２５により、外周弾
性部２２の上部外径が下部外径よりも小径とされている。また、外周弾性部２２の下面は
周方向に沿って延びるとともに略同心円上に位置する複数の溝２６が形成され、これらの
溝２６間に位置する設置部としての複数のひれ状部２８が、コンクリートスラブＳの上面
に対して略水平方向への相対滑り防止部として作用するようになっている。ここで、外周
弾性部２２の設置部側には、前記空間Ｃを内外に連通させる通略２９が形成され、この通
路２９により、内周弾性部２１が剪断方向に変形したときの空間Ｃ内の空気逃げが行われ
る一方、元の位置に戻るときに外気を導入して空間Ｃ内の負圧化を防止できるようになっ
ている。なお、本実施例における通路２９は、外周弾性部２２の周方向略９０度間隔位置
に設けられて合計４個設けられているが、通略２９間の間隔及び通路２９の形成数は任意
に変更することができる。また、通路２９は下方に開放する下向きコ字状に限らず、前記
空間Ｃが外周弾性部２２又は内周弾性部２１を通じて内外に貫通していればよく、従って
、外周弾性部２２の下部領域に内外に貫通する穴を形成することでもよいし、内周弾性部
２１の領域に内外に貫通する穴を設けてもよい。
【００２２】
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同じ比率で縮径するテーパ状に設けて

上下方向に沿う



前記外周弾性部２２の外周に設けられた錘部材１３は、金属もしくは樹脂により構成され
ている。この錘部材１３は略円筒状をなし、その下端１３Ａが前記段部２５に着座する状
態に保たれ、これにより防振支持具１０の全体に対して上方から衝撃が加えられた時でも
防振弾性体１２が錘部材１３から抜け出してしまうことがないようになっている。また、
円筒状の錘部材１３が外周弾性部２２の外周を囲むことで、過大な衝撃が加えられた際に
、防振弾性体１２の破砕を防止することができる。
【００２３】
以上の防振支持具１０を使用するときは、コンクリートスラブＳ上の所定位置にセットし
、各防振支持具１０における受け板２０の高さ調整をボルト１１Ｂのねじ込み量によって
調整する。なお、外周弾性部２２の設置部側に接着剤を塗布してコンクリートスラブＳに
接着するようにしてもよい。
【００２４】
このように防振支持具１０を配置した状態で、各防振支持具１０上に床パネルＰを配置し
て二重床が形成される。この際、防振支持具１０は、錘部材１３を備えているとともに、
設置面が外周弾性部２２に構成され、且つ、外周弾性部２２の下面にひれ状部２８が形成
されている構成により、起立安定性が良好に保たれ、また、コンクリートスラブＳに対す
る相対滑りも抑制されているため、不用意なる転倒と、横方向への位置ずれも効果的に防
止されることとなる。
【００２５】
前記防振支持具１０において、床パネルＰに対して軽量床衝撃源によって加振されたとき
には、外周弾性部２２が圧縮変形してこれに対応する一方、重量床衝撃源によって加振さ
れたときに内周弾性部２１が剪断方向に変形することでコンクリートスラブＳへの振動伝
播を緩和することとなる。この際、内周弾性部２１以下の空間Ｃは、外部に連通している
構成であるため、当該空間Ｃ内の圧力を略一定に保つようになり、剪断方向への変形も支
障無く行なわれることとなる。また、外周弾性部２２の硬度が内周弾性部２１の硬度より
も高く、且つ、外周弾性部２２の上部外周面側に円筒状若しくは環状の錘部材１３が配置
されているため、外周弾性部２２の径方向への変形も防止され、内周弾性部２１の剪断方
向の変形を確実に行なわせることができる。
【００２６】
なお、本発明に係る防振支持具１０は、前記構成例に限定されるものではない。例えば、
図６及び図７に示されるように、内周弾性部２１の上下各面側にテーパ面部を設けること
なく平坦な円盤状に設け、また、外周弾性部２２の外周面側に段部に設けずに円筒状の錘
部材１３を設けるようにしてもよい。
【００２７】
また、本発明は、外周弾性部２２の硬度が内周弾性部２１の硬度よりも大きく設定された
場合に限らず、これらの硬度差を設けることなく防振弾性体１２を形成することもできる
。この場合には、防振弾性体１２の成型工程を簡略化することができる。
【００２８】
更に、前記実施例では、防振弾性体が平面視で略円形に表れる形状としたが、平面視で多
角形に表れる形状にすることも妨げない。
【００２９】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、圧縮力を受ける領域と剪断力を受ける領域とを備
えた防振弾性体の下面外周側領域を設置部として構成したから、床パネルに重量床衝撃源
による大衝撃が加えられて防振弾性体が浮き上がっても、これが着地するときに弾力が作
用することで、躯体に発生する衝撃を大幅に緩和することができ、床衝撃音レベルを低減
することが可能となる。
【００３０】
また、前記防振弾性体を、剪断力を受ける内周弾性部と、圧縮力を受ける外周弾性部とに
より構成して当該外周弾性部の下面側を設置部としたから、設置領域が外側に位置する構
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成となり、施工時における姿勢も安定的に保って不用意な転倒も防止することが可能とな
る。
【００３１】
更に、防振弾性体の外周面側にスラブ面に当接しない状態で錘部材を設けた構成を採用し
た場合には、防振弾性体の全体に重さを付加することで当該防振弾性体の姿勢安定性を更
に向上させることができる。しかも、重量床衝撃源で加振されて防振弾性体が飛び跳ねて
も、前記段部が錘部材に係合する構成となっているため、防振弾性体と錘部材との一体性
も確実に保つことができる。また、この錘部材により、防振弾性体の径方向への変形を制
限することができるため、大衝撃時に防振弾性体が大変形してしまうことを防止すること
ができる。
【００３２】
更に、外周弾性部の硬度を内周弾性部の硬度よりも大きな材質とした構成によれば、ばね
定数が低い剪断方向の変形で決定される共振周波数の低下が可能となり、防振弾性体によ
る効果周波数が低域まで広くなって防振効果を改善することができる。
【００３３】
また、内周弾性部を略錐体状に形成した構成では、上に向かって略同じ比率で縮径するテ
ーパ状となり、内周弾性部でその厚みは径方向に略同一という形状となることから、防振
弾性体は小変位時に圧縮し易く、大変形時には剪断変形し易いという、軽量衝撃音、重量
衝撃音の双方に騒音低減効果のある性質を持つようになる。
【００３４】
また、前記内周弾性部の下面側空間が内外に連通するように通路を設けた構成では、空間
内の圧力変化を回避して内周弾性部が剪断方向に変形するときの妨げを防止することがで
き、期待する変形量を確保して重量床衝撃源などの衝撃を効果的に緩和することができる
。
【００３５】
更に、外周弾性部の設置部が相対滑り防止部として作用する構成によれば、スラブ上面に
対する防振弾性体の食い付き精度を向上させて施工時等における防振支持具の位置ずれを
防止することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本実施例に係る防振支持具の使用状態を示す概略正面図。
【図２】前記防振支持具の概略斜視図。
【図３】図４のＡ－Ａ線矢視断面図。
【図４】前記防振支持具の平面図。
【図５】前記防振支持具の底面図。
【図６】本発明の変形例を示す防振支持具の概略斜視図。
【図７】前記変形例に係る防振支持具の縦断面図。
【符号の説明】
１０…防振支持具、１１…支持脚、１２…防振弾性体、１３…錘部材、２１…内周弾性部
、２２…外周弾性部、２５…段部、２６…溝、２８…ひれ状部（相対滑り防止部）２９…
通路、Ｃ…空間、Ｓ…コンクリートスラブ、Ｐ…床パネル
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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